
国際収支における港湾経費収支改善の

ための理論的考察

中 西
ちかし

睦
〈早稲田大学〉

1. はじめに

わが国は昨年4月から IMF協定の14条固から8条国に移行することによ

って、為替制限を廃棄せざるを得なくなり、国際収支の長期均衡を図ること

の重要性が強調されてきたのであった。その中でも国際収支改善対策の一環

として、貿易外収支の赤字6億2，400万ドルの大半を占める海運収支の赤字

(3億9，300万トツレ〕対策が問題となり、海運造船合理化審議会が運輸大臣の

諮問により現在その対策を慎重に検討し、ある程度の結論を出している。一

方、海運会社と運輸省は、昭和36年の港湾における船ごみ問題以来、港湾改

善対策を熱心に研究し、 整備5年計画の実施にふみ切り、また労働省、によっ

て原案の作られた港湾労働法案の施行にあたり意慾的な活動を行ってきてい

る。

しかしながら、私の考察するところでは、新船建造という点に、海運局な

らびに船主側は中心を置き、港湾局は5ヶ年計画において特定重要港湾の改

善をうたいながらも、工業港、新産都市港湾計画に重点を置き、労働省は港

湾労働の特殊構造を完全に認識したとは思われない労働法を施行しようとし

ているように思われる。このような港湾関係当事者の聞における不調和と考

え方の相違があるにもかかわらず、海運の収益性、物的流通費のボ トノレ・ネ

ックとしての港湾物資流通過程の改善と商品国際意争力の増強に、非常に因

果的関係を有する港湾問題に現在強く焦点の向けられていることはまことに
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喜ばしいことと言わなければならない。

港湾、経費収支の改善すなわち国際収支の改善を物理的にかつ単純にはかる

には、港湾経費関係諸料金の値上げという ことになるのであるが、これは海

迎会社の実質運賃収入の減少を意味し、また物資流通、商品の物的流通費の

増加を意味し、ひいてはわが国商品の国際競争力を弱めることになると一般

に考えられている。確かにこれらの論義は正しい。しかし、これらの見方は

ミクロ的または静的な眺め方であって、個別経済の現状分析と問題点を把握

するために必要欠くべからざるものであることはその説明を待つまでもな

い。とはいえ物資流通としづ生産地から消費地までのいくつもの個別経済を

接続する過程においては、マクロ的、有機的かつ動的な分析を行わなければ、

真実の状態と現状を分析することはできないのである。このようなマクロ的

かう動的な分析と考察をしてこそ、個別経済のミクロ的かつ静的な分析も生

きてきて真の経済現象を掴むζとができるのである。われわれの研究すべき

国際収支問題、特にこれを港湾というひとつの個別経済であり海陸空のタ ー

ミナノレて、あるものを中心として考える場合には、一層ミクロ的な考察とマク

ロ的な見方の調和が必要であると思われる。

師連局ならびに海運会社においては、港湾の重要性を強調しながらも、貿易

外収支の改善は船腹の増加によって積取比率を改善し、運賃収入を増加する

ことが大切であるという考え方を取り、造船計画によって今迄にない規模に

おいて船腹の拡充をはかろうとしている。これは正しい。船舶のより大型化、

より高速化とより専用化をすすめることによって、より経済的な運用化の要

請が高まって、戦後の造船および推進技術における進歩は著しいものがある。

さらに、これら船舶の技術革新とあいまって、著しく市場構造を変革しなが

ら拡大している世界貿易の増加という新しい条件が与えられているにもかか

わらす、適合する港湾施設の整備は遅れ、はなはだしきアンパランスを作り

出しでいるのである。もし績出レ港および荷揚げ港において数週間を費した

とすれば、たとえ高速化により海上で数日稼いだと しても、 長い努力と莫大

な賀用をかけて達成した船舶の経済的運用と技術改新はなんの役にも立たな
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いのではなかろうか。

造船建造による船舶の増加によって積取比率を改善することは、海運の運

賃収入を増大する第一の方法であるが、船舶の収益性が究極的には船舶の回

転率によって決定することを忘れてははらない。すでに航海中における回転

率の改善は、より高速化より大型化とより専用化という船舶性能自体の改善

によってある程度達成されているといってもよいであろう。いま以上船舶の

回転率を高めるには船舶それ自体の技術革新とともに港湾における積込み、

荷揚げの碇泊期聞をどれだけ節約して短縮するかである。しかし、ζこに港

湾設備の最近規模の決定という難かしい問題が生じる。それは海上運送貨物

量には波動性と季節的変動が相当烈しいためである。

以上のように考えてくると、いよいよ港湾の重要性と港湾経費の海運ひい

ては国際収支に占める重要な位置がはっきりしてくるのである。これらの問

題に対する統計的な考察と研究は正しく深く研究されているので、私はここ

で港湾の国際的物資流通に占める位置を中心に、港湾経費が国際収支にどの

ような影響力を持っか。港湾収支を規定する条件はなにか。港湾管理制度な

らびに投資はどのように行われるべきかを理論的に分析を試み、同時にでき

るだけ外国の事情や文献も参考にして考察して見たいと思う。

2. 港湾経費(貨物費および港費〉 収支の構造

2-1 収支構造が問題となる理由

港湾経費(貨物費および港資)収支が国際収支上問題となるのは、貿易外

収支の赤字6億2，400万ドノレの大半を占める海運収支の赤字 (3億9，300万 わけ

の中で、港湾経費の赤字を占める割合が50%.近くに達するからである。運賃

ならびに用船料など実際の船舶運航による邦船と外船の収支パランスの向上

は、船舶の優秀なものを建造することによって船腹量を増加し、 積取り比率

を改善することによって達成することができる。 一方、港湾経費の収支改善

は、港湾諸料金の値上げにより、外国港ユ湾諸料金との格差をできるだけなく

すことによって物理的な改善を計ることができる。
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しかしながら、昭和39年度の「海運白書」でも指摘されているように、貿

易依存度の高いわが国経済にあって、港湾諸料金の値上げは国際競争力を弱

めて商品輸出の振興ならびに圏内物価の安定に影響を与える場合は、港湾諸

料金の値上げだけで港湾機能率に変化のない場合であり、港湾機能と能率が

値上げに相応する向上を示す場合は影響を与えないのである。また、この港

湾機能と能率は、港湾経費収支と非常な関連を有するのであって、港湾料金

の値上げを行わなくとも、港湾機能と能率が悪ければデマレージをはじめと

して港湾経費収支に大きな影響を与えるのである。この例は、新興国などに

おける港湾設備や労働力の不足するところにおいて、碇泊を長期間せざるを

えない場合によく示されるのである。すなわち、このようなとき、わが国港

湾の場合において港湾経費収入の増加となり 、外国港湾においては港湾経費

支出の増加となるのしかし、港湾機能や能力および効率の劣悪性による港湾

経費収入の増加は、船舶の収益性を規定する船舶回転率の悪化を導き、また

長期的に見れば、その港湾流動貨物の減少を招来することになって、 国際収

支全体からみるときマイナスの而が多いのである。

つぎに、わが国港湾の港湾経費収支は木質的に赤字となる運命と性格を持

っている点に注目しなければならない。これは海運国のもつ宿命ともいうべ

きものであって、わが国だけの持つ性格で、はない。外航船舶において寄港す

る内外の港湾数を比較する場合、タンカーをはじめとする専用船を除いて外

国港湾に寄港する数が圧倒的に多いのが普通である。この場合当然のことな

がら、港湾経費収支は赤字となる。この点を 1.M. F統計によってわが国、

アメリカ、イギリスの例をヲ|いて比較してみよう。

第1表は上記3ヶ国の海運国際収支表であるが、この表から面白い現象を

発見できる。イギリスやわが国のような海運国は恒常I~Iヲな港湾収支の赤字を

示している。しかし、 1962年度においてイギリスはわが国に比べて3倍強の

港湾収支の赤字を出しているにもかかわらず、運賃収入では9億400万ドノレの

黒字を出し、積取比率のパランスならびに三国間輸送 (9億7，400万トツレ〕の

大きさを示しているのに対して、わが国においては、積取比率のアンバラン
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品

←田‘

英

国

日

本

米

国

第 1表 日・英・米海運国際収支表

1 9 5 9 

'Jt ζ 払

貨 物 運 賃 1，346 412 

輪車命
出 414 
人 412 

匡l 間 932 
JHe 客 運 賃 146 20 
用 船 事| 64 417 
港 湾 経 強 184 837 

1，740 1，686 

貨 物 運 賃 1，346 412 

輪島右
出 414 
入 412 

国 間 932 
旅 客 運 賃 146 20 

用港
船 事} 64 417 
湾 経 費 184 837 

計 1，740 1，686 

貨 物 運 賃 498 813 

輪車命
出 358 
入 813 

Other Ocean Frei賃間ght 
三国 140 
旅客運 20 183 
用 船 米↓ 8 149 
港 湾 経 費 822 337 

1，348 1，482 

(注〕 資料 I.M.F月報

尻 受

934 1，360 
414 

946 
126 148 
ム 353 73 
ム 653 203 

54 1，784 

934 1，360 
414 

946 
126 148 
ム 353 73 
ム 653 203 

54 1，784 

ム 315 564 
428 

136 
ム 163 20 
ム 141 8 
485 834 

ム 134 1，426 

(単位 :百万ドノレ〉

1 9 6 0 196 1 1 962 

払 尻 'Jt 払 尻 エJ正ζ 払 尻

515 845 1，389 467 922 1，352 448 904 
417 378 

515 467 448 
972 974 

17 131 134 20 114 140 17 123 
4R2 ム 409 76 504 ム 428 90 504 ム 414
851 ム 648 207 876 ム 669 230 876 ム 646

1，865 ム 81 1，806 1，867 ム 61 1，812 1，845 ム 33

515 845 1，389 467 922 1，352 420 ム 183
417 378 

515 fl67 420 
972 974 

17 131 134 20 114 140 3 ム 1 
482 ム 409 76 504 ム 428 90 41 ム 40
851 ム 648 247 876 ム 669 230 218 ム 159I 

1，865 ム 81 1，806 1，867 ム 61 1，812 682 ム 383

910 ム 346 585 971 ム 206 588 817 ム 229
424 405 

910 791 817 

161 183 
212 ム 192 18 207 ム 189 14 201 ム 187
117 ム 109 8 159 ム 151 10 165 ム 155
370 464 812 402 410 874 429 445 

1，609 ム 183 1，423 1，559 ム 136 1，486 1，612 ム 126



スと三国間輸送の規模が少ないため1億8，300万ドノレの運賃収支における赤字

を計上している。更に両国の海運収支を見ると、イギリスは港湾収支の赤字が

わが国の3倍強であるにもかかわらず、海運収支全体の赤字はわが国の13分

のlにしかすぎない。この事からも、海運国ほど港湾経費の赤字は恒常的とな

り 、 海運収支改善はf~j腹の機強によって運賃収支を改善すべきこ とがはっき

りと判明する。アメリカは、港湾経費収支が大巾な黒字を示しているが、これ

は、アメリカ諸港における港湾施設利用率が国際的に割高であり 、港湾諸料

金、例えば、水先料、史船料なども人件費の点から相対的に高く 、港湾関係

タリフの適用にあたって自国船優遇措置を取っている点は注目しなければな

らない。ただアメ リカ の例から見て、港湾経費収支は物理的なタ リフの値上

げと、差別自国船優遇によって相当程度改善できる ことを知ることができる。

24 港湾経費収支を規定する諸条件

港湾経費収支を規定する諸条件は、位)内外船の寄港数、 (2)港湾諸料金の高

低、(3)貿易構造、仏)港湾能力ならびに機能、 (5)港湾の立地条件などである。

(1)内外船の寄港数は、セー リング数の多少、外航船舶の寄港する内外港湾

の数の多少、定期船やタンカ一、不定期船のような船積別また航路別によっ

て港湾経費収支は変動する。

(2)港湾諸料金は、また国における価格水準の差、港湾管理経営制度、港湾

労働制度、港湾能力と立地などによってきまり港湾経費収支に影響を与える。

(3)貿易構造は、輸出入貿易量、貨物の港湾流通の物理的数量、重量、価格

などによって、また商品の種類によって、船種、出入港船舶数ならびにセー

リング数が決定するので、港湾経費収支構造に影響を与えるところが多い。

ω港湾能力ならびに機能は、船舶回転率ならびに港湾流通貨物量の増減を
決定する主要な条件となる。すなわち、港湾の能力や機能が犠大するこ とに

よ って 、 積込み荷卸 しならびに~r11待ちのl待問、碇泊時間が短縮して船舶回転

率が増大し、 船舶運航の収益1~1:は著しく改善され、 船ごみによってその港湾

を流通する貨物商品のうち回避されていたものが流通するようにな り貨物量

は憎大することになる。
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(5)港湾の立地条件は、例えば、河港であるか海港であるか、河港の場合は

それが内陸深く立地するかによって、港湾諸料金は大きく異なるのであるつ

2-2-1 内外船の寄港数

セーリ ングの多少は、セーリング数が増加すればそれだけ港湾出入港数が

増加するので、港湾経由の収入と支出がそれぞれ増加することは自然現象で

ある。ただここで注意しなければならない点は、ある国で外航船舶が運航さ

れる場合、自国において寄港する港湾数と外国において寄港すろ港湾数とが

バランスがとれているかどうかである。自国の港湾、に寄-港する回数が外国に

寄港する港湾の数より多い;場合、その国の港湾経費収支は黒字となり、その

逆の場合は赤字となる。もちろんとの場合は、自国と外国とを問わず港湾経

費が同値のときであるが、わが国の場合は一般に定期船の場合、不定期船も

含めて、国内に寄港する港湾数より外国に寄港する港湾数の方が多く 、しか

も港害経費も外国港湾の方が相当高いので、外航セーリ ング数が増加すれば

する程、わが国の港湾経費収支は木質的に赤字が増大する性向を持っている。

定期船、不定期船やタンカ ーなどでどのように船種別に港湾経費を考えな

ければならない。ゼネラル・カ ーゴーであるか、専用船またはタ ンカーであ

るかによって、港湾経資のうち港費はそれ程でないが貨物費が大きく変動す

るのである。これは専用船やタ ンカーなどにおいては、 専用埠頭や専用荷役

設備が高度に機械化自動化していて、貨物費は、定期船や不定期船の雑貨荷

役の場合と違って港湾労務費ならびに荷役費を大きく節約できるからである。

戦後世界海運における船舶め大型化、 専用化、タンカーの増大という著しい

海運の構造変化は、船舶運航それ自体の経済性向上に著しい効果を与えたの

であるが、他方この投資を促進せしめて、荷役の機械化も進み、大きく船舶

運航における港湾経費を節約している点をわれわれは注目しなければならな

し、。

定期船と不定期船(ここでは専用船やタンカーを合める〉では船内荷役費

を中心とする貨物費に関して運賃の建て方が違い、後者の場合港湾経費収支、

すなわち海運国際収支に計」二されないのが普通である。定期船貨物は通常パ
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ース・ターム (Berth Terms) を原則とするため、積揚げの船内荷役費お

よび積付費用一切が船主負担となり、運賃の中に織り込まれているが、不定

期船運賃はほとんどF・I・0条件 (Freein and out)で船内荷役費は船

主無関係となっており 、運賃の構成要素となっていなし、。他方、船主負担の

場合のみ港湾経費収支として計上されるが、運賃の構成要素となっていなし、

不定期船の貨物費は港湾経費として計上されず、その結果、海運の国際収支

にも計上されないのである。

第2表は、これら港湾経費率 (運賃収入に対する〕 を船種別に眺めたもの

である。

第 2表港湾経費率 (運賃収入に対する〉

|連川入|港湾経費|港湾経費

千ドノレ % 千 ドノレ
定 j羽 船 487，240 40 194，390 

邦 船 不定期船 254，760 30 76，430 

鉱石専用船 104，100 16 16，660 
(支 払〉 石炭専用船 23，560 16 3， 770 

計h 送 船 345，180 16 55，230 

計ー 346，980 

外(受
船
取〕 174，250 

(注) 1.経済企画庁国際経済分科会資料より

2. 昭和38年度積取比率(外国用船を含む〕の実績から多少の努力目標を加え

て(たとえば1年当り 160万総トンの新造船建造)昭和43年度における数

値を仮定雄算したものである。

この表からわかるように、定期船、不定期船はわが国海運国際収支に直接

関係を有する運賃収入分担率の面においても大きな役割を果しているのであ

るが、その運賃収入のそれぞれ40%、30泌を港湾経費のために使っている。

これに反じてタンカ ーを始めとする鉱石専用船、石炭専用船など運賃収入に

占める港湾経費はそれぞれ16%である点から見ても、 専用船、タンカーの荷

役設備の機械化の現実と経済性を認識できるのである。

また第3表は、船種別港湾経費の輸出 ・輸入別分担比率表であるが、この

表と第 1表を相関させるとき、海上運賃収支に対してわが国海運における真
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の運賃収入がど‘の位てvあるか、判断することができる。しかしこの論文では

この相関関係は指摘にとどめて深く 観察を行わない。

最後に、港湾経費収支は航路によって相当変動する点を指摘したい。港湾

経費は港湾能力によって決定されるものである。港湾能力は、基本施設設備、

機能施設設備、港湾労働力、土地、資源を生産要素として、 交通量の規模、

交通の性格、交通のパタ ーンの構造によって決定されるものである。それゆ

え、地域により、国によって、また各港と、とに必要な港湾能力は相違し、港

湾諸料金も違ってくる。例えば、北米航路、ヨーロ ッパ航路、また世界一周

第 3表船種別港湾経費の輸出・輸入別分担比率

木 チ11 港 外 国 港

輸出品 )1輸入(揚〉輸出(積)1輸入(揚〕lcda
A 
1. 港 g~ (除く 2) 5/10 5/10 3.9/10 3.9/10 2.2/10 . 2. 運河通行税 3.9/10 3.9/10 2.2/10 

邦
定j切 3. 貨 物費 7/10 3/10 5.5/10 2.3/10 2.2/10 
船 4. その他(含む需品〕 5/10 5/10 3.9/10 3.9/10 2.2/10 

B 1 港 指(除く 2) 1/10 9/10 1/10 9/10 

不 2. 運河 通行税 1/10 9/10 

定j切 3. 貨 物 強 1/10 9/10 1/10 9/10 

船 4 その他(含む需品〉 1/10 9/10 1/10 9/10 

C 
1. 港 政(除く 2) 10-10 10/10 

船 . 2 運 河 通 行 税
専用 3. 貨 物 安t 10/10 10/10 
船 4. その他(含む需品〉 10/10 10/10 

(注) 1.海運研究所が、昭和37年度の日銀 ・国除収支表にもとづき、それを修正し

た数値によって維計したものてある。

航路など、船舶運航の単位航海日数当 り港湾経費を算出して見ると相当の差

があることがはっきりと判明する。第6表は、航路別に港湾経費を合計し、

それを港費と貨物費にわけでその比率を出したものであるが、この表を見て

もはっきりと航路別に港湾経費の異なることがわかる。

2-2-2 港湾諸料金

港湾経費収支は、各港における港湾諸料金の高低によって影響を受ける。
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第4表 港湾経費支払額・定期船航路別構成比 (%)

EB--J港湾経費合計 |港 gJj I貨 物 費 |そ の イ山
d口h 計 100.0 100，0 100.0 16.9 100.0 79.2 100.0 3.9 

世界一周(東廻り〉 3.2 100.。4. 7 25.1 2.8 71.1 3.0 3.81 
/1 (酋廻り〉 1.9 100.0 2.8 25.0 1.6 66.4 4.1 8.6 

欧 州 2.6 100.0 4.8 31.1 2.2 67.4 1.0 1.5 

ニ ューヨ ー ク 27.7 100.0 27.7 16.9 27.9 79.8 23.5 3.3 

すf ノレ 7 7.7 100.。7.8 17.0 7.8 80.7 4.5 2.3 
北米太平洋岸 8.4 100.0 5.6 11.2 9.4 88.4 0.8 0.4 

jJ リ フ 7.8 100.0 8.2 17.5 7.9 80. 1 4.9 2.4 

南 米 東 岸 3.8 100.0 3.4 15. 1 3. 7 77.0 7.8 7.9 

中南米西岸 3.1 100.。2.0 10.6 3. 1 77.5 9.5 11.9 
西アフ リ カ 2.3 100.0 2.9 21. 4 2.0 66.7 7.0 11. 9 

東南アフ リカ 1.3 100.0 1.8 24.5 1.2 72.5 1.0 3.0 
噌耳三r、 州 6.7 100.0 4.3 10.8 4.2 85.5 6.3 3. 7 

印・ ベノレシヤ 湾 3.5 100.0 4.3 20.9 3.3 74.6 4.0 4.5 

バ ノレガ ン湾 4.5 100.0 3.9 14.8 4.5 78.7 7.4 6目5

インドネシア 0.4 100.0 0.8 33.0 0.3 65.5 0.2 1.5 

そ の 他 15.1 100.0 15.0 16.9 15. 1 79.2 15.0 3.9 
(含む三国間〉

(注) 1. 海運研究所において作成

2. ug和37年度におけるわが国海運収支実記'[より計算

わが国におけるそれぞれの港の港湾諸料金も相当相違があるのであるが、国

が異なる場合、価格水準の差や為替レートの差などを考慮に入れて比較をし

ない限り、真実の港湾料金の比較はできない。しかし、物理的には、そのよ

うな価格水準の差とか為替レートの差とかに関係な く港湾経費収支は、その

実際の収入と支出によって決定されるのである。

港湾諸料金は港湾基本施設設備と機能施設設備の、建設維持に必要な資本

資金のコストに充分反映するように徴集されているか、また、わが国のよう

にほとんど地方または国家の社会資本投資によって行われているかによって

相当異なって くることは確かで、ある。当然、のことながら、施設設備の維持建

設を原価主義によって港湾諸料金でまかなおうとする場合は、相当高くなる

であろ う。

現在世界各国がどのような港湾管理経営制度を持ち、どのような基準にお
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いて港湾、諸料金を徴集しているかを考察することは、とのような観点に立っ

とき無駄ではないであろう。世界全部の港湾を考察することは紙面の都合上

許されないので、ここでは、わが国とポート ・オーソリティー経営港として

世界に絞ぶべくもないロン ドン港ならびにポート・ オーソリティ ー経営であ

る一方、市営港として最大規模を誇る ニューヨーク港をとりあげ、これらの

港湾管理経営制度ならびに港湾諸料金徴集制度を考察するに止めたい。

2-2-2-1 わが国の港湾管理経営制度と港湾諸料金徴集制度

わが国の港湾は全国に 1，048存在する。(漁港を除く〉これらは6大港を含

む特定重要港ー湾11、重要港湾82と地方港湾、からなっている。港湾の管理は、

港湾法によって港湾管理者が行なう こととなっており、港湾管理者たる資格

としては、(1)現に施設を管理している地方公共団体、(2)従来、港湾の賞用を

負担してきた地方公共団体、 (3)その港湾区域を地先水面とする地方公共団体

のいづれかが要求され、この資格に該当する地方公共団体は、(1)単独で、自

身が港湾管理者となるか、または港務局を作ってこれを港湾管理者とする。

(2)共同で、一部事務組合または港務局をつくってこれを港湾管理者とする。

のいづれかの方法により港湾管理者を設立することとなっている。どの方法

によるかは地方公共団体の自由に委されており、現状では都府県または市町

村が単独で‘港湾管理者となっている場合がほとんどで、あって、港務局は、新

居浜港1港のみ、一郎事務組合は、名古屋港、北九州港ならびに境港などが

ある。

港湾管理者の主な業務としては、港湾施設の建設、改良計画の作成、港湾

工事の施行、港湾施設の管理運営、臨海工業用地の造成、関係統計資料の作

成などがあげられる。

ところが、港湾の整備がどのようになされているかを考察してみると、そ

こに財政がひどく 逼迫しており、絶対に補修を必要とする施設設備でさえや

むをえず放置されているのが現状である。この補修の不完全さについては、

昭和38年10月に行政管理庁から強く指摘を受けている。

港湾の整備がどのように行なわれるか、いま少し詳わしく考察して見ょう。
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港湾には基本施設主機能施設があるが、それぞれ異った方法で整備している

のである。

まず基本筋設の整備を考えて見る と、水域施設(航路、泊地など〉、外かく

施設(防波堤、護岸など〉、けい留施設(岸壁、プイなど〉などの基本施設は、

国が建設し港湾管理者に管理委託するか、あるいは港湾管理者が建設するか

のいづれかの方法で整備され、その建設資金は、その港の格と施設の種類に

応じて、 医!と港湾管理者が一定率の分担でそれぞれまかなうこと となってい

る。特定重要港湾についてのみその負担率を眺めて見るとつぎのごとくなる。

第5表〉

次に機能施設の整備は、上屋、荷役機械、 i阜頭用地、貯木場などになるの

であるが、これらの整備は、港湾整備促進法に基づき、国が毎年整備計画を

たて、その計画に従って、港湾管理者が事業を実施するが、これに要する資

金については、国があっ旋を行い、 事業の促進を図っている。あつ旋する資

金は、毎年度の地方債計画の中で、準公営企業の港湾整備事業債のため準備

されるもので、政府資金(簡易生命保険及び郵便年金積立金、その他の資金、

縁故募集資金など利子7~7.3%)であり、 発行条件は政府資金については年

利6.5%償還年限は5"" 15年(外国においては年来IJ2. 2""6. 25 %償還年限25

""90年〉、その他の資金については年利 7.3~7.8%、 償還年|浪は 7 年(うち

2年括置〉である。

また、倉庫、専用上屋、荷役機械(民間分〉、 はしけなどは、 民間事業者

によって整備されている。これらに対しては、日本開発銀行、北海道東北開

発公庫、中小企業金融公庫、特定船舶整備公団を通じての財政投融資による

助成が行われている。

このように資金繰りの問題は管理者にとって非常に切実な問題であるが、

収入の面でも多くの問題を抱えているのである。

第8表、第9表は八大港(東京、川崎、横浜、名古屋、大阪、神戸、下関、

門司〉についての企業会計方式による損益計算表であり、また重要港湾の財

政状況を示す表なのであるが、これらの表を見てもわかるように、港湾収入

- 48-



w
m
M帆

l
時
報
訓
練
怖
山
内
日
区
紋
終
的
小
一
布
川
一
町
一
別
刷
剛
酬
山
沢
婁

w
m

<iF-

" 
誕

《郎，...;記謀dpH ハ
司 主主

害車 灘童数陵i E革，...; 
司σ可依コ4 

君主四s叫z a 
， 

塁手 Q 詩f:t>卑lN 担車

W 裕主要 司氏 N 

童婦捜5長3護話詐軍司榊K豊誕噂榊富
選場対阪t〉本M酒[ig:'--' 

経著照書 o 

くCUコ3 | 
や{ 、CTU¥4 コ3 

認鐙 b、

も告
、、4 、〉3 

r、、
総主ヨ
、CFU¥4D3Cコ、可CH¥ D ' 

古書
(i!ll rJ 1 1 

む、

型車 1 、0UF¥43 、tCFD¥ コ4 ，二〉
¥CFU¥ コ-3 4 、、J

きご 、CFU¥ーD3ィ ひヨ. 

異i
総事望
、CCTF¥コ44 CD 、CH噌¥ D ¥FCTC4 D 、コ寸

4正 、/ 1 よ 1
¥;' 世 、C円U¥D3 、UF、43 、αCH¥ ココ 、CTU¥〉4 3 

~ 
回

巴ミ

、CFC「¥Dコ寸4 Cコ 、可~、コ4 ・、
o 

総
、目;:、〉ー、‘ 

題

宝寺
1 よ t

キ毛
、CFU¥4コ3 、l!、43、 ¥CFαコ4 コ、 、CFU¥コ4 3 

N 

主定君 着殺主 草lと書 奇捜E 

手話 隊

目証殺 白拠掌
1亜 細!
要fr!!.
モ己 主

ぱ)

li* 

- 49ー

剖日と
C

H吋

はようやく管理費を賄なうに足る

ものであって、減価償却のための

積立金はもとより、維持補修費、

借入金利子はすべて赤字勘定とな

っているのである。しかもこの収

入の中には、埋立免許料、水域占

用料、土砂採取料などが年平均 l

割程度合まれている。これは港湾

管理者の収入というよりもむしろ

固からの機関委任事務に伴なう行

政官庁としての手数料であって、

港湾収入として計上するのは問題

があるものであるから、これらを

除けば使用料収入は管理費さえも

賄なうに足りないのである。ただ

し、この集計には、昭和38年と昭

和39年9月の2回にわたって行わ

れた、岸壁およびプイの使用料値

上げ(それぞれ2倍および 2倍

半〉の結果は含まれていないので

現在では収支関係はやや好転して
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いる点に注意されたい。 (1)

以上のようにわが国の港湾は財

政面ばかりでなく、収支の商にお

いても、港湾収入がやっと管理費

をまかなう程度のものでしかない

ことを指摘し、港湾管理者がぜん

ぜん港湾施設設備の新設補修の分

(組
)



第 6表企業会計方式による八大港収支表 (単位:百万円〉

一 年
37 年 38 年

項 目

収 入 3，256 3，638 

管 理 費 3，223 4，134 

高佐 持 補 修 費 493 525 

:2:: 債 幸リ 子 1，106 1，504 

滅 {面 告主 却 費 980 1，104 

計 5，802 7，267 

差 ヲ| ム 2，546 ム 3，629

(注) 1.各港管理者の報告にもとつ'き運輸省港湾局管理課において集計したもので

ある。

2.減価償却は定額法による。

第 7表 重要港湾の財政状況 (昭和37年度〉

項 目 金 額 |支出に対する構成比

支 出 13， 827C百万円) (100) (%) 
j収 入 822 5.9 

差 ヲ| 13，005 (94.1) 

(受1也 :益汚 者負 担l主l 塁) 7，284 52.7 

両 差 ヲ| 5， 721 (41. 4) 

地方公共 団 体 一 般財源 3，244 23.5 

:2::、 債 2，477 17.9 

〈注) 1.六大港を除く特定重要港湾を加えた84港中44港について港湾局管理課が集

計したものである。

2.支出は管理費、施設運営費、建設費などをいう。

3.収入とは、施設使用料、役務使用料、占用料などをいう。

担金までまかなえない状態にあるこ とを説明した。

果してまかなえないのであろうか。わが国港湾においては、港湾法44条2

項によって、水域施設(航路、泊地など〉、外かく施設 (防波堤、護岸など〉、

および臨港鉄道を除く臨港交通施設 〈すなわちl臨港道路〉は全く使用料を徴

収することを禁止されているのである。そ して第 8表を参考にしていただけ

ればわかるが、とれら3つの施設の赤字のみで、赤字 (施設別収支における〉

総額の54泌を占めているのである。これは国家投資によってできた基礎施設

- 50ー



であるため使用料を取ってはならないというのであろうが、わが国船舶なら

びに交通機関を別としても、外国船舶に対しては使用料を取る権限は絶対に

あるのであり、この施策は外国船舶に対する差別待遇にはならない。このよ

うな料金の徴集方法は外国において一般に見られることなのである。国際収

支を改善するばかりでなく、港湾財政資金の獲得にもなることであるので、

この問題は真剣に考えられるべき問題点である。

(注 1)i海運JMay， 1965ー相良英明「港湾の管理運営の諸問題JPP.26-31 

2-2-2-2 ロンドン港の港湾管理経営制度と港湾諸料金徴集制度

ロレドン港はニューヨーク港、ロッテノレダム港につぐ世界第3番目の大港

で、 P.L. A. (The Port of London Authority) の管轄区域内にある 5大

ドッグ群、 リージェンツ運河ドッグ、 B.T. C. (British Transport Docks) 

の行政権下にあるポプラー・ドックのほか、数百にのぼる個人所有の河岸波

止場によってロンドン港は構成されている。 P.L. A.は世界中で最も幅そ

うする水路のひとつで、あるテームズ河口から上流までの69マイルを管理し、

36"イノレにも及ぶ深水陣頭をもっ700エーカーを含む全面積4，141エーカーの

区域の保守と運営にあたっている。

イギリスの港湾は Board，Trust， Authorityまたは Commissionなど色

々の名前で呼ばれる独立自治体、もしくは、イギリス運輸委員会直属 の

British Transport Docksのように国家公共機関によって所有かつ運営さ

れているもの、および、 少数ではあるが地方自治体または私企業によって所

有されているものがある。 ロンドン港は Trust Port のひとつである。

Trust Port は、 議会条令によって設立され利益利潤を生まないで、普通は、

港湾利用者と政府、地方自治体ならびに投資者以外の利益団体によって選出

された委員会によって経営されている。この運営委員会の大きさと構成は、

イギリスの主要六港庁を眺めてみても、それぞれ第8表のごと く異なる。

これら運営委員会は、普通は相当数、時には過平数が港湾を利用する船舶

や、貨物に地方税、料金を支払っている人々によって占められている。なお

これらの人々は港湾所在地に住み、彼等の関係する企業がなんらかの形で港
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第 8表 主要八港湾における38~三度の旋設別収支 〈単位:百万円〉

ヲ11総赤字に占
める比率

水 域 施 設 。 328.9 ム 328.9 15. 7 

外 台、 く 施 設 。 617.8 ム 617.8 29.5 

け し、 留 自恒 設 718.0 1，313.7 ム 595.7 28.4 

岩盤、さん橋 572.4 972.8 ム 400.4 19.0 

けい船浮標 105.9 126.6 ム 20.7 1.1 

物 揚 場 等 39.7 214.3 ム 174.6 8.3 

臨港交通施設 76.4 487.3 ム 410.6 19.6 

臨 港 鉄 道 47.6 230. 7 ム 183.1 8.8 

そ の 他 28.8 256.6 ム 227.8 10.8 

保 管 施 設 327.0 259.5 67.5 

荷さばき施設 823.6 1，075.4 ム 251. 8 12.0 

上 震 628.3 598. 1 30.2 

そ の 他 195.3 477.3 ム 282.0 13.4 

そ の 他 1，303.8 1，176.0 127.8 

問 8.6 Iム 2，009.8 I 100.0 

(注 〉 港湾局管理課の集計ーしたもの

第 9表 イギリス主要六港庁の選営委員会の構成 )

-
崎氏、

d
s
r

一人

一
稲
-
一
言

位

一
れ
る
者

単

一
選
挙
さ

f
‘、
.一者
一
一る
一そ
の
他

一れ
一
一さ
一
一命
百
治
庁

Port of London Authority 6 4 18 28 

Mersey Docks and Harbour Board 4 24 28 

Clyde Navigation Trust 18 6 18 42 

Leith Dock Commission 3 3 9 15 

Tyne Improvement Commission 17 9 10 36 

Tees Conservancy Commission 12 8 10 30 

資料 :ロツチデーノレ港湾調査委員会調査

湾に関係寄与しているのが普通である。一方、運営委員の一部は、交通省、

海軍省、地方自治体など政府公共機関によって任命された人々によって占め

られている。運営委員は原則として報酬を受取らない。

イギリス港湾諸料金徴集制度は、 固有の BritishTransport Docksとそ

れ以外の IndependentPortsでは規制する法律が違う し、 また Independ-
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ent Portsでも ロソドγのような主要港と中小港湾では現制する法律が違う。

Independent Portsの主要港湾は、 PrivateActs of Parliament relat-

ing to the Individual Ports (独立港湾に関する議会私法〉によって規制さ

れる。 Dueson Ships (貨物に対する徴集金〉などの主要料金については最

高料金を規定し、それ以上の料金を課することを禁じ、また、利用者に対し

ていかなる事態においても差別待遇してはならないと規定する。 状況の変化

によって最高料金の値上げが認められる場合、将来をみこして25%常にこの

法律によって値上げが許されるのが普通であるが、 実際には5%位しか値上

げを行わないようである。

設備ならびにサーヴイスに対する料金、例えば、クレーン使用料や倉庫搬

出料などは“reasonable"(合理的なもの)とのみ規定する。

さらに交通省が主要料金の最高料金を値上げをする場合、その妥当性ある

いはこれらの法律が規定しようとする値上げ率に関して議会に交通大臣は報

告する義務を持っている。

Independen t Portsの中小港湾の諸料金は、 Transport Charges， etc 

(Miscellaneous Provision) Act， 1954の第6条によって規制を受ける。港

庁が値上げを行なおうとする場合交通省に申請するが、交通省は最高料金を

規制するというよりも実際的な値上げ率を決めるようである。 しかし、 港庁

は値上げの希望率ならびに理由を事前に公表しなければならない。もし反対

があれば交通省はその料金の値上げが港湾効率の改善に適正であるかどうか、

また利用者に平等なものであるかどうか調査裁定しなければならない。さらd

に、港湾利用者は諸料金の引き下げを希望するとき、同じ手続きを持って値

下げを申請することができる。

港湾、諸料金は大きく分けて、ο)Dues on Ships (船舶に対する使用料〉、

(2) Dues 011 Goods (貨物に対する徴集金〉、(3)水先料、(4)曳船料とはしけ料、

(司その他の諸費用からなる。

(1)船舶に対する使用料は、港湾施設、船舶、 ドック、場頭、河川管理、ま

たはこれらを組合わせた料金からなるが、得た収入は、水路のしゅんせつ、
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航路標識、プイ、河川埠頭のパース、ドック、またある場合にはドック内の

水先案内業務やタグボートの維持に要する費用をまかなうために使用される。

これら諸料金は法規で定められた限界内で、船主(または用船主〉に対して、

通常登録純トン数について謀せられる。また入港の条件によっても料金は異

なってくる。例えば、悪天候のため入港を余儀なくされた場合には低い料率

が課せられる。 料金を支払った本~Jøは、 定められた期間すなわち30 日 以内に

碇泊することができるが、この期聞を超える場合、その超過碇泊日または週

毎に多少の追加料金を支払わなければならない。

船型、碇泊期間などを考慮した設備利用の程度、貨物の種類、港湾利用の頻

度によって、 割引料金が課せられる。しかし、 現行の料金には数多くの例外

規定割引き、特典があるので合理的な計算制度を引き出すことは困難である。

われわれの注目すべきは、 この割引料金、例外規定割き料金や特~のある

点である。 PrivateActs of Parliament relating to the Individual Ports 

やTransportCharges， etc (MisceIlaneous Prevision (Act， 1954など港湾

諸料金を規定する法律で、利用者に対していかなる事態においても差別待遇

をしてはならないと規定していながら、このような割引きや特典を設けてい

るのは、突に巧妙な方法で、自国海運を保護し実際には外国船舶と利用者に

対して差別をしていることを意味する。なぜなら、一般的に言って設備利用

の娯度の多いのは自国船であり、貨物の種類による特典や割引きも自国船運

送の主要貨物について考慮を払う ことができるからである。

(2) 貨物に対する徴集金

貨物に対する徴集金は、portrates， dock rate， wharfage rates， quay 

ratesなど各種の名称で知られている。これら徴集金は、重量、容積、数量

の単位につきいくらという基準で船積、荷卸し、中継ぎ貨物総てに対して徴

集される。ζれらの料金は輸出入業者が港庁に支払い、 得た収入は、貨物の

運送に不可決な固定施設(たとえば崎頭、道路、上匡など〉を提供または維

持する費用にあてられる。

これら話料金率は貨物の価格によって決めるのは事実であるが、それぞれ
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の料率が絶対にこの基準に立って定められたという根拠はない。料率表はロ

ンドンだけでなく他の港でも長年月をかけて作られたもので、特定貨物を引

き寄せる必要、特定の貨物量、およひ:'m1'了貨物荷役施設を考慮、に入れて作ら
れている。また移出入貨物、輸出入貨物で料金は異なるo

(3) 水 先料

海上水先料ならびに河川水先料は、ほとんどどのような船級の船舶にも課

せられるが、これは The Corporation of Trinity Houseの収入となる。

The Corporation of Trinity Houseは、イギリス最大の水先案内の権威と

して知られ、その勢力闘はロンドンならびにサザンプトン港を含み、それ以

外に相当多数の港湾に水先案内免許を与えた人々を送っている。

(必 曳船料とはしけ料

テームズ河における船舶曳船に課せられる曳船料は作業を受託する曳船会

社と船主聞の協定事項である。

ドック内の曳船は P.L. A の所管である。ロンドンでは P.L. Aがはし

けを多数持ち、ロンドン ・ドック、西インド ・ドック、 東西インド・ドック

での荷卸し作業は P.L. Aで行う。その他のドックおよび港内の他の施設

では、荷卸し作業と輸出貨物の積込み作業は、船主と料率を契約した荷役会社

によって行われるので、それらの場合のはしけ荷役はこれら荷役会社のもの、

またはその関係会社によって行われる。ロッヂデール報告書によると P.L. 

A の監督下にあるドックで、貯による積込み、荷卸しは輸入では70%、輸

出では40%以上になっている。

(5) その他の諸費用

水代、 電気ガス料金、荷役機能設備使用、貸付料、水夫雇傭料、領事証明

料、荷役労務費、作業監督料および調査手数料なと、がある。

第10表は、ロンドン港の収支表である。

ロンドンは61年度においでほぼ55万ポンドの利益を挙げたにもかかわらず、

債権償還基金、 機械施設更新準備金などの積立金を差引きほぽ70万ポンドの

赤字となった。
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第叩表 ロンドン港の収支 (単位ポンド〉

1 9 6 2年度 1 9 6 1年度

営 業 j員 益

営 業 l反 入 23，478，091 20，689，386 

~; 業 支 出 19，867，518 19，091，303 

今'"'昔~ 業 利 益 3，610，573 1，598，083 

営業外損益

営 業 外 収 入 616，200 321，641 

~' ・ 業 外 費 用 1，765，944 1，374，208 

経 ぺ;t;~ 矛リ 主主 2，460，829 545，516 

官え 権 f:D: 選 基 金 441，444 424，898 

機械・施設更新準備金 950，000 750，000 

保険料積立金繰入れ 101， 755 89，145 

所 f号 税 11，108 

当 j羽 末 処 fノ、J 矛IJ 益 956，522 ム 718，527 

(注) R. L. A.発表の損益計算書より

そこで62年秋、次のごとく使用料の値上け'を行った。

1. 船舶関係 値上げ率

ドック使用料 17.5% 

係 船 業} 17.5 

クレーン賃貸料 19.4 

乾 ドッ クキ| 19.3 

2. 貨物関係

陸揚料金 11. 3% 

直渡 し料 金 11. 4 

貨物浴税(石油類を除く〉 10.0 

運河通航料 11.1 

この結果、 62年度には経常利益で 246万ポンド、準備金、積立金など差引

いても96万ポンドの利益を得るに至っている。このように使用料収入で経常

費を 卜分に賄ない、今後の港湾開発のため建設費の一部を積立て、さらに借

入金の償還に充当しうる余力を残した経営を行っているのである。 この結果、

ロツチデーノレ委員会も指摘しているよ うに欧州大陸に較べて割高の港湾諸料
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金となっている。

しかし、ロッチデーノレ委員会は、港湾それ自体本質的に独占性を持つもの

であるので、港湾のサーヴイスと効率がよければ、諸料金がある程度高くと

もやむを得ないとしている点は注目に値する。しかも、まだこれでも諸料金

は原価主義に立っていると断定しえないので原佃主義を確立すベぎだと もい

っているのである。これは現在以上の値上げをすることを意味する。

さらに、船舶が定期的に港に出入する場合は、 appropriated berth 

seystem という、 同じ碇泊場所を使えるように許可する特典を与え、その

賃貸料を P.L. 1'1が取るが、その碇泊地が空いている ときは自由に使用する

権利を保持する方法を採用しているなどわれわれも参考にすべき点が多い。

このようにすれば、船会社は専従の港湾労働力を養成できるとともに荷投ス

ピードを増すことができるからである。

第11表は、イギリス主要港湾の港庁によって行ーわれるサーヴイスの一覧表

である。これは、ロッチデル港湾調査委員会の調査報告書(1962年9月発表〉

の中からとり 出したものである。

2-2-2-3 ニェーヨーク港の港湾管理経営制度と港湾諸料金徴集制度

ニュー ヨーク港は、港庁経営港の代表的なものとして知られているが、港

庁以外に公機関としてニューヨーク市もまた港湾を所有経営している点は、

ロンドン港と趣を異にしている。別名 NewYork-New Jersey Port と呼

ばれるように NewYork 州と NewJersey 州の2州にまたがるアメリカ

最大港であり、港湾地区 CPortDistrict)といわれる地域がある。

ニューヨーク港と ニュー ヨーク港湾地区との聞にはっきりとした基準的境

界線はないがω陸軍工兵隊と商務省海事局の規定、(幼ニューヨ ーク港庁の規
定、(3)ニューヨーク港水際委員会の規定、ωアメリカ州際商業委員会の規定、
(5)大蔵省税関部の規定、(的ニューヨーク港長、沿岸警{毎隊、大蔵省などの規

定によって、それら機関の活動範囲に応じて規定されている。 しかし、一応

Port Compact (港湾協定〉によって、POrtof New Yorkと PortDistrict 

との合計而積は 1，500平方マイノレだと規定されている。
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第 11表港庁によって行われるサービス

¥ |水 曳 航 波 倉 河 お1 和i
海 止 席¥ →'j- ー ピス
場 荷 卸

先 灯 ド 』ヒ )1¥ ¥ 
標 ツ 震 船 芹山 船 岸

¥¥  ¥¥¥  
案 式 ク の ~}!i 

込ー fi= 名 ¥ フ
の
82 j定

~ 内 船 イ 供 供 理 内 壁 内 壁
Port of London Authority 一 一一
London Wharfingers 

(1) 

一 一
Southampton Harbour Board 

Southampton-B. T. C 

Port of Bristol Authority 
(2) 

一一一一
Newport (Mon)-B. T. C 

(3) 

一 一一一一
Cardiff-B. T. C 

(4) 

一 一一一一
Swansea-B. T. C 一一一一
Mersey Docks and Harbour 

Board 

Manchester Ship Canal Co 
(5) 

(6) (6) (6) (6) 
Clyde Navigation Trust 一一一

(7) (7) (7) (7) 
Leith Dock Commission 一一一一

(8) 
Grangemouth-B. T. C 一一
Tyne Improvement Commission 

(9) (9) 

一一一一
Middlesbrough-B. T. C 一一
Tees Conservancy Commission 

日。 (10) ω} 。。 。。 。。

Hull-B. T. C 一一一
Immingham-B. T. C 一 一

一一一一 責任の分割 (共同責任〉

一一一一 地干の責任

(注 1) 

ノート;

(1) P. L. T によってドック!]，船のみが行われる。

(2) Bristol Authorityは港の或る限度内において完全な股理者を持つ。

(3) B. T. C によって ドック曳船のみが行われる。

(4) B. T. C によって ドック曳船のみが行われる。
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(5) 船舶水路の維持に関して。

(6) Trustの荷役維は Meadowsidegranaryの穀物に限定される。

(7) この点に|刻する港庁の機能は非常に';1，山浪されている。

(8) ここにおける B.T. C.の行うるT荷荷役は昇降機やコンベヤーを通じて行う、
石炭と他のノ4ラ新み貨物に限定される。

(9) 若干の設備は NewcastleCorporation Quayにおいて提供される。

(10) これは LackenbyDockで提案されている運営に関係がある。

(注 2) Hullは北部イングランドの工業地帯 York，Leedなどを背後地とする港

湾で、正式には Kingstonupon Hullとl呼ぶ。 港湾監理機関は Humber

である。

ニュー ヨーク港庁は、独立採算性と非政治性を基本と して、港域内の終端

施設、運送施設、商業施設の完備をはかる法人である。 しかし、つぎの4項

目はニューヨーク港ーの主管外にあるといわれる。

(1) マンハ ッタン島の前面にある ドック経営はニュ ーヨーク市に属する。

(2) 水先案内は、 両州の選任した委員会によって監督される。

(3) 港内の水面を保全し、かつ盛芥の投棄を監督防止するのは、大統領に

よって特に任命され、陸軍大臣の管理下に置かれている監督官である。

(4) 係船場の指定、爆発物取扱監督、船内仲仕取締りは、連邦官吏である

水上警察官があたる。

ニューヨーク港庁の事業は、非常に広範囲にわたり、 港湾都市と して必要

と見られる交通機関はほとんどその事業の中に含まれている。図表化すると

第 1図のごとくなる。

第 1図 ニューヨーク;巷庁の事業図
てーI，-(1)運送施設窃栄一一州際水上障害の除去を目的とする貨車航走に関するもの
ヱエl一一l

~ I Iー(2)終端施設事業 Iー鉄道タ ーミナノレ事業

I I 卜貨物自動車ターミナル事業
ク
港
の
事
業

ーノ〈ス ・ターミナノレ事業

海港タ ーミナノレ事業

一生鮮食品ターミ ナノレ事業

運送施設と終端施設にどのような施設があるか眺めてみよう。 1921年両州

協定(第22条〕の定義によると終端施設は次の通りである。

r J皐題、桟橋、スリッ プ、渡船、船渠、乾船渠、パノレクヘッ ド、岸壁、ベ
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イスン、貨車航送)1)、浮桟橋、穀物エレベータ 一、 倉庫、冷蔵庫、鉄道線路、

操車場、上屋、転轍器、連結器、架空機械、その他船舶 ・鉄道 ・貨物各タ ー

ミナノレにおける貨物の取扱 ・貯蔵・積荷・荷卸のために用いられ、または将

来用いられるべきターミナノレまたは貯蔵の施設で、ある。J

また運送施設というのは、同協定第22条の定義によると次の通りである。

鉄道、貨物自動車、道路上運搬車、 トンネノレ、橋梁、ポート、 渡船、貨車

航送(2)、船舶、曳船、浮エレベータ一、小舟、港内用小舟、港内用航突機、

その他現在および将来にわたって貨客運送に使用されるあらゆる種類の運送

施設を含む。」

Crt 1・注2)貨車航送は、終端施設と運送施設との双方に現らわれるが、前者は終
端施設と しての商を、後者は運送施設としての函をみたものと思われる。 一矢野

阿Ij["港湾経済の研究」、1964、港湾協会。

とのような事業を行うばかりでなく、ニュ ーヨーク港庁は、港湾、ならびに

空港を兼営し、そのうえ陸上運送のための諸設備を整え、多角的な経営を行

第 12表 ニューヨーク港の収支 (単位:千トツレ〕

1 9 6 2年 196 1年

総運営収入 135，059 123，267 

総営営支 出 65，742 56，018 

忠告 迩 拾にf; J収 入 69，317 67，249 

f!-1 産 l艮 入

{投資収入 4，806 4，339 

債券評価修正損(ー)1，主 2，310 (一)1，943 

JllI. 入 総 言十 ユ生笠4 69，645 

Gt 3哩込

16，280 14，807 

滅債基金所要金 20，777 19，002 

短期債償還 31，000 32，000 

繰 上償還 2，038 489 

fl't泣総合 計 70，095 66，298 

差 引準備金鳩如l忽i 6，338 3，346 

flt 留 保 金 総 m:l 82，112 79，065 

当年度末留保金総額 88， 751 82，412 

u下〉 港湾局管理課調べ
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っているにもかかわらず、十分な償還を行ない、なお留保金を多額に積立て

ている。ここで‘空港まで、経営を延はしている点は、都市交通という面を考え

るとき、非常に合理的であるし、われわれも参考にしなければならない。

第12表はニューヨーク港の収支状況を示したものである。この表は減価償

却の代りに償還ベースで記述されているが、 1961、62年両年度とも経営収入

で7，000万ドル弱の黒字を出し、留保金も過去からの蓄積した総額が 8，000

万ドルにのぼるという素晴らしい経営内容を示しているのである。

2-2-3 貿易構造と港湾経費収支構造

2-1においてアメリカを例にとり 、貿易構造が港湾経費収支の構造に与え

る影響を考えて見た。この場合、輸出入貿易の貿易構造とともに、海上運送

を行う船舶が、自国船か、外国船かということ、すなわち積取比率が問題と

なるのである。

輸出の場合邦船によって運送されるときは、わが国の港湾における港湾経

費は国際収支上の収入となるが、外国港における港湾経費は国際収支上の支

出となる。外船がわが国港湾に入港する場合は収入となる。それゆえ、輸出

の積取比率が大きい場合は、運賃の収入は増えるが、港湾経費支出は積取比

率の増大に応じて増大し、国際収支上の後献度においては相反する性格を待

つ。輸出の場合、もし外船によって運送される場合が多くなれば、海上運賃

国際収支はマイナスになり、港湾経費収入が多くなり、輸出を邦船で行なう

場合と全く逆となる。

反対に、輸入輸送を眺めて見ると、邦船による輸送は港湾経費収支が支出

になるが海上運賃国際収支はプラスになるo外船となると、港湾経費収支は

収入となるが運賃が支出となって、輸出輸送の場合と全く逆の現象を呈する。

また、三国間輸送はわが港湾経費収支には関係ないが、海上運賃国際収支

がプラスになり 、寄港数によって港湾経費の支出が増減する。すなわち、寄

港湾が多ければ支出が多くなる。

邦船の積取り比率は、わが国の貿易量と外港船腹量との相聞において定ま

るものであり、輸出積取り比率は定期船船腹量、輸入積取り比率は不定期船
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とりわけタシカーや専用船の船腹量と密接な関係にあることが以上の説明か

ら明らかである。

これは2-2で前述したことであるが、貿易商品ならびに貨物の港湾流通量、

重量、価格などによって、また商品の種類によって、船種、出入港船舶数な

らびにセーリング数が決定し、このことによって港湾経由収支椛造が変化す

ることに注意しなければならない。

2-2-4 港湾能力ならびに機能港湾経費収支構造

港湾能力と機能は、船舶回転率と港湾流通貨物量の増減を決定する主要条

件となる。港湾、の能力や機能が増大することによって、 積込み荷卸しに要す

る時間ならびに沖待ちの時聞が短縮、すなわち港湾時聞が短縮して、船舶回

転率が増大し、船舶運港の収益性は改善され、船混みによってその港湾を流

通すべき貨物で回避されていたものが流通するようになり貨物i立が場大する。

船舶回転率の増大と流通貨物量の地加は、自然に港湾、経由収入の増大となる

のである。

港湾能力は、 交通量の規模、交通の性格、交通のパターンにもとづいて決

定されるものであるが、 効率と能力のな義に相違があるので明確にしておく

必要がある。

港湾能力 (port capacity) は、 単位時間あたり貨物の可能流動量で測定

される絶対的なもので、 基本ならびに機能施設設備、 労働力、土地と資本で

決定される。 すなわち港湾の生産要素で決定される。

港湾効率 (portefficiency)は、一定能力を得るために要する賀舟の尺度

といえる。 例えば、同一能力を持つ二つの港があって、そのひとつが少ない

費用で、その港湾能力の水準に達することがでさるならば、その港は他の港

より効率的であるというのである。

また、ある港に必要な港湾能力は、港を流通する貨物ill:の直接的問数であ

るので、流通貨物量によって決まる。なぜなら、貨物の流れとその結果とし

ての交通量は季節的変動を受けるのが通常であり、 単位時間あたり貨物流動

が一定する港はほとんどないからである。

- 62ー



季節変動は貨物流動を生み出す諸要因をもって説明しうる。とにかく港を

流通する貨物は、便宜的または必要にせめられて当該港を流通するのである。

それゆえ、ときとして、港湾経費のある程度の値上げは、その港湾の貨物流

動量にほとんど影響しないという議論も出てくるのである。それゆえ港のヒ

ンタ ーランドならびにヒンターランドに結びついている市場地域の交通を生

み出す諸要因を把揮しなければならない。この問題は代替港を考えると一層

複離となる。しかし一般原則を考えるときには考慮に入れる必要はないであ

ろう。

また、港のヒンターラン ドにおける土地資源がどのように利用されている

かが、港湾流動貨物の構成ならびに数量を決定する際、重要な役割を演じ、

貨物流通にとっても重要である。

港湾能力は、 最少可能能力 (smallestpossible capacity) と最大能力

(maximum capcity) の中聞に位置するのが普通である最少可能能力は平

均貨物港湾流動量に相応する能力であり、 最大能力は、ピーク時における貨

物流動量に相応する能力である。これが船主側と港湾管理者の必然的な対立

を生み出すのである。そして、平均貨物流動量とピーク時における貨物流動

量のギャップは、その港湾のヒンターランドの経済的構成によって直接に決

まるであろ う。

第2図は、船積みおよび港湾の経営貨用に影響する要因を図表化したもの

である。

では港湾能力と港湾経費の関連図を第3図で示して見ょう。港湾能力の増

加によって、 A曲線は硫泊中の船費がどのように変るかを見たものであり、

B曲線は貨物費の変化を眺めたものであり、 C曲線はA・B曲線の和である。
すなわち港湾経費を示している。また、 Kは、 C曲線の最少費用の点、すな

わちその港湾の最適投資点を示している。ただし、この図は貨物の流れが一

定の場合であるとした場合である。

Kは右に後動する。なぜなら、 (1)貨物の流れを一定にすることはできない。

(2)港湾能力を増すことによって船ごみによって失っていた貨物量は回復する
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第2園 船積みおよび経営費用に影響する要因 .

(注)(工〉

(JI) 

(lli) 

絡将み/荷H¥'f総膏周一一一寸

1 n <A:泊中の陥管

time in port 

lE航渇中州世 |
~ ShiPPing cost 
W)dtSed 戸

Y 

'L一一一一一ー一一一JI

(a) 港湾設備経;営費用(1)は、港湾の施設(めとバ一久の占j羽目1Iち施設の

使用闘できまる。

(b) パースの専用はパースの数(G)と年間取扱トン数帥及びサービス(工〕

できまる。

(c) 用役提供時聞は、船積ーみ/荷揚げ速度助

ω及び船の運搬トン数制で決まる。
(d) 船積み/荷揚げ速度は港湾施設の特徴ω
自舎の設計(c)できまる。

ミースへの近づきやすさ

貨物の形態(B)及び船の船

港における船費は、回転1時間倒と船の大きさ(紛で決まる。

(a) 船混み遅延は、パースの数(υ パースの占用制平型サービスl時間

制及び船の到着の不規則性(0)できまる。

(ゆ 回転l時間は船ごみ遅延官)とサービス時間(ωの合計ーである。(工)+(JI)

=港内における船積み/荷揚げのたあに費やされるl時聞に対する総貨

物費用である。

航海中の船績は船の大きさ側と航海l時間(ωで決まる。
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航海l時間は船の速力制で決まる。

港湾運営費用の主要要素は、①船舶はらびに②それに相応する港湾施設の能

力と費用と流通貨物の椛造と規模の間の尉係にある。

第 3図港湾能力と港湾経費の関連

ド
ン
叫
す
り
骨
筒

港湾能力

であろう。(3)港湾能率の上昇によって貨物量が増大するであろう。以上三つ

の理由によってKは右に移動する傾向にあると考えてよい。

港湾投資による開発が、 たとえ貨物取扱費用の上昇を意味しても、貨物~J~

の上昇が船費の減少より小さいならば、港湾施設能力の開発をしてはならな

いという根拠はない。ただしこの場合、他に更によい投資分野(代替的〉が

なく 、投資資金の不足が充分に利益率に反映するこ とを条件とする。

2-2-5 港湾の立地条件と港湾経費収支構造

港湾、経費は、港湾が臨海港であるか、河港であるかによっても相当呉な

る。たとえば、水先案内料をとりあげてみると世界の主要港湾のほとんどは

河川港であり 、ロンドン、ハン7.ルクなどは河口からほぼ100キロ メートノレ

の地点に、 ドック停泊地域があるのである。日本の主要外貿易港である、神

戸、横浜、門司などは臨海港であるため、これらの日本の主要港湾と外国の

主要河川港湾とにおける水先案内料を比べるさいに、ただ支出した経訟を比

べて高い安いを決定するとしたら大きな比較上のまちがいが生じてくるので

はなかろうか。

たとえば、ロ ンドンの場合は、水先案内の権限を持つ機関が二つに分れて

いて、ドー ヴア海峡上のダンジネスの水先案内所から停泊地までは、 The

Corporation of Trinity House所属のパイロットによって水先案内が行な
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われ、とれがまた海上ノξイロ ットとテームズ河のパイロ ットに分かれて、テ

ームズ河中途のグロ ーセンドで両者の交代が行なわれる。一方、停泊ドック

の中には、 ドック専門のパイロットが強制的ではないが慣習的に雇われる。

すなわち、 3隻のタツグ・ポートと 3人のパイロットが入港完了まで雇われ

るので、パイロット、ならびにタツグ・ボートの使用l時間、使用日数ともわ

が国と比べものにならない。 参考まで‘に邦船の各港におけるパイロットおよ

びタツグ・ボートの使用実績平均を図表化したものが次の第13表である。

第 13表 各港におけるパイロットおよびタツゲ・ボートの邦船による伎用実績

平均

港 名 |パイロッ ト|タツグ叶使用時間卜使用時 曳船の使用形態

横 浜 50分 40分 Tug IP 1， 100~2， 000 

事l' 戸 45 40 /1 600~1 ， 500 

New York 150 67 11 

通常2隻
1， 200~3， 500 

Los Angeles 56 55 

London 470 160 通常3隻

Hamburg 380 50 Tug 2/4隻使用

Rotterdam 163 53 11 2/3 11 

Bombay 127 90 グ 2隻必要

Bangkok 190 25 

Singapore 80 30 

Hong Kong 75 

Sydney 60 22 Tug 2隻使用

(注〉 船主協会 37年調査

3. “The Economic Vロlueof the U. S. Me代 hantm白山e"by the Transpor-

tation Center at Northwestern University， 1961における港費の計量的研

究について

この本の中で WalterY. Oiがアメリカ海運のコストを計量的に取扱っ

ているが、 TheDeterminants of the Costs of a Single Voyage (ー航海

コスト の決定要素〉と題する論文の中で、一航海のコストを決定する他のコ

スト計量式とともに港費 (portdues and charges) の計量式を発表してい
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る。そして、港費は船舶の大きさによって終極的には決定するが、その一部

は碇泊日数、寄港港の数によって決まると論じているのでここに紹介してお

こう。

CB=T (32+0.0065R) +B (227+0.0197R) 

CBは港費、 Tは碇泊日数、Bは寄港港の数、Rは船舶の貨物積載容積であ

る。

4.むすび

わが国が IMF協定の14条固から8条国に移行することによって、為替制

限を廃棄せざるを得なくなり、国際収支の長期均衡を図るため、その貿易外

収支の一番の赤字をしめる海運収支の主要部分として港湾収支が問題になっ

ているのである。港湾収支をいかにするか。物理的には港湾諸料金の値上げ

であるが、船舶の収益性、物的流通費、商品国際競争力への影響は相当にあ

るといわれている。その影響力はどの位あるのであろうか。港湾収支は果し

て改善可能なのであろうか。これを理論的に解明しようとしたのがこの研究

である。

それでまづ港湾収支構造がなぜ問題になるかを考えて見た。つぎに、港湾、

収支を規定する条件はなにかを考えて見た。その結果五つの条件が浮かびあ

がってきた。すなわち、ω内外船の寄港数、 (2)港湾諸料金、 (3)貿易構造、 (4)
港湾能力と機能、(4)港湾の立地条件である。これら諸条件がなぜ港湾収支を

規定するか。どこに問題点があるか。 これらの問題点は改善できるのか。で

はその方法はどうすればよいかを理論的にまたで、きるだけ実証しようと試み

た。港湾料金の考察のときには、わが国港湾管理経営制度と港湾諸料金徴集

制度を、最大の港庁経営港である ロンドン港と港庁であると同時に市営港で

あるニュー ヨーク港とを比較してみた。最後に WalterY. Oiの港費計量

式を紹介し、私の分析の正しいかどうかをテエツクしてみた。

その結果、結論としてつぎのような考えを持つに至った。 (1)わが国の貿易、

海運構造において港湾の国際収支における赤字は銭運国であるので本質的で
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さけられないものではなかろうか。(2)港湾諸料金の値上げ‘は物理的な港湾収

支の改善となり、ある程度の値上けeがあっても港湾には影響を与えないであ

ろう。また、港湾の流通機構が改善され、港湾関連事業の近代化がすすめば、

値上げは、消費者にとっては高いものにならないであろう。なぜなら港湾

において物的流通費の節約はもっとも可能性をかかえているからである。そ

れゆえ港湾能率と効率と料率の平型したパランスを取ることがもっとも大切

である。また、もし料率をあげるとするならば、港湾利用頒度数などによっ

て割引き、 特典などを与えているロンドンやニューヨークにならい、合法的

な差別料率を外国船に対して制定すべきである。また、伊)港湾料金は原価主

義を今以上にとり入れてはどうだろうか。 住)わが国港湾行政は国際海運に関

係する特定重要港湾よりも、圏内物資流通と工業港に加重を置きすぎている

のではあるまいか。(司港湾労働問題と港湾投資問題は長期的な計画のもとに、

港湾経営の独立採算|生を今少し考えて真剣にとりくむ重大時機に至っている

などである。

最後に外国文献に現われたものを引用し、外国におけるこの問題の研究方

法とその結果を眺めて見た。そして海運の収益性向上、物的流通費用の節約

をするために今後ますます考察研究すべき問題が港湾問題に多くあるのを痛

感したので、あった。
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